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■被用者保険の適用拡大
【令和4年10月・令和6年10月施行】
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多様な就労を年金制度に反映するため、被用者保険の適用拡大を実施する。
具体的には、短時間労働者を被用者保険の適用対象とすべき事業所の企業規模要件（現行、従業員数500人
超）を段階的に引き下げ、令和４（2022）年10月に100人超規模、令和６（2024）年10月に50人超規模とする。



■適用拡大した場合の個人の受益と負担
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■適用拡大で年金はいくら増える？
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本人負担なし

老齢基礎年金
65,100円

老齢基礎年金
65,100円

老齢厚生年金
9,600円

健康保険料
４,400円

厚生年金保険料
8,100円

保険料負担
（8,100円＋4,400円）×12月×20年

＝3,000,000円

年金額増額（65歳～）
9,600円×12月×27年

＝3,110,400円
＜

つまり、92歳まで長生きすれば、社会保険加入の効果あり。
人生100年時代に備える！

現在（国民年金） 適用拡大後（厚生年金保険）

保険料

年金＊終身

保険料

年金＊終身

標準報酬月額：8.8万円



■被扶養者にとっての被扶養認定基準（130万円）と
被用者保険適用基準（106万円）
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■個人の働き方と社会保険の適用区分
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（注）被用者保険の適用基準としての賃金要件については、
所定内給与から通勤手当等を除いた月額賃金で判断されるのに対して、
被扶養者認定基準については年間の総収入金額で判断されることに留意が必要。



■「130万円」と「106万円」の違い？
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【疑問点】
現在、年収130万円を超えないよう、就業時間を抑えて働いています。
年収130万円の基準が年収106万円（月収8.8万円）になるのでしょうか？

【回答】
配偶者の扶養に入っている方（国民年金第3号被保険者、健康保険被扶養者）は、
適用拡大の対象となっていなければ、年収130万円を超えた場合に扶養を外れます。
この場合、自ら国民年金・国民健康保険に加入いただき、保険料を負担いただく必要が
生じる一方、将来の年金給付などの受益に違いはありません。
一方、適用拡大の対象となれば、月収8.8万円以上（年収換算で106万円）、
すなわち130万円よりは低い基準で扶養を外れることとなります。
ただし、この場合、国民年金・国民健康保険ではなく、被用者保険（厚生年金・健康保険）
に加入いただくこととなります。
負担いただく保険料は事業主と折半となり、将来の年金給付や健康保険の傷病手当金等
の保障が手厚くなります。
なお、被用者保険に加入となれば、既に扶養を外れているため、年収130万円の基準を超
えないようにする必要はありません

（厚生労働省ホームページより）



■繰上げ減額率・繰下げ増額率の改定
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■上限年齢以降に請求する場合の
上限年齢での繰下げ制度
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75歳時点で繰下げ申出があったものとする



■70歳以降に請求する場合の５年前時点での繰下げ制度
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■受給開始時期（繰上げ・繰下げ受給制度）の
選択肢の拡大について
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■繰上げ・繰下げ制度の利用状況
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■繰下げ受給が選択されにくい要因として考えられるもの
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■加給年金・振替加算を受給しつつ繰下げを選択する方法
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■企業年金・個人年金制度の変遷
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■企業年金の加入者数の推移
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■iDeCoの加入者数の推移
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■現行の制度体系・拠出限度額
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■企業型ＤＣの加入可能要件の見直し
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【現行】
○企業が従業員のために実施する退職給付制度である企業型確定拠出年金（企業型ＤＣ）については、現行
は厚生年金被保険者のうち65歳未満のものを加入者とすることができる。
（60歳以降は60歳前と同一事業所で継続して使用される者に限られる）

○一方、同じく退職給付制度である確定給付企業年金（ＤＢ）については、このような年齢や同一事業所の
要件はなく、厚生年金被保険者（70歳未満）であれば加入者とすることができる。

【見直し内容】
○企業型ＤＣについて、企業の高齢者雇用の状況に応じたより柔軟な制度運営を可能とするとともに、
ＤＢとの整合性を図るため、厚生年金被保険者（70歳未満）であれば加入者とすることができるようにする。
（令和４（2022）年５月施行）



■個人型ＤＣ（iDeCo）の加入可能要件の見直し
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【現行】
○ 老後のための資産形成を支援する個人型確定拠出年金（個人型ＤＣ（iDeCo））については、国民年金第１号被保険者と企業 年金の
ない国民年金第２号被保険者のために、60歳まで加入して掛金を拠出でき60歳以上で受給できるという上乗せ年金の 制度としてスター
トしたが、平成29（2017）年１月、企業年金のある国民年金第２号被保険者と国民年金第３号被保険者まで加 入可能範囲が拡大され、
被保険者種別にかかわらず国民年金被保険者を包括する制度となった。
○現行は国民年金被保険者の資格を有していることに加えて60歳未満という要件があるため、国民年金第２号被保険者や国 民年金の
任意加入被保険者であって60歳以上のものはiDeCoに加入できない。一方、同じく上乗せ年金である国民年金基金 については、このよ
うな要件がなく、国民年金被保険者（第１号被保険者・任意加入被保険者）であれば加入可能となっている。
【見直し内容】
○ iDeCoについて、高齢期の就労が拡大していることを踏まえ、国民年金被保険者であれば加入可能とする。
（令和４（2022）年 ５月施行）



■受給開始時期等の選択肢の拡大
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（１）ＤＣの受給開始時期の選択肢の拡大
【現行】 確定拠出年金（企業型ＤＣ・個人型ＤＣ（iDeCo））については、現行は60歳から70歳の間で各個人に
おいて受給開始時期を選択できる。
【見直し内容】 公的年金の受給開始時期の選択肢の拡大に併せて、上限年齢を75歳に引き上げる。
（令和４（2022）年４月施行）

（２）ＤＢの支給開始時期の設定可能範囲の拡大
【現行】 確定給付企業年金（ＤＢ）については、一般的な定年年齢を踏まえ、現行は60歳から65歳の間で労使
合意に基づく規約において支給開始時期を設定できる。
【見直し内容】企業の高齢者雇用の状況に応じたより柔軟な制度運営を可能とするため、支給開始時期の設
定可能な範囲を 70歳までに拡大する。（公布日施行）



■在職老齢年金の支給停止基準額の見直し
（令和４年４月～）
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60～64歳に支給される特別支給の老齢厚生年金を対象とした在職老齢年金制度（低在老）について、年金の
支給が停止される基準が現行の賃金と年金月額の合計額28万円から47万円に緩和され、賃金と年金月額の
合計額が28万円から47万円の方は年金額の支給停止がされなくなります。
なお、65歳以上の在職老齢年金制度（高在老）については、現行の基準は47万円となっており、変更はされま
せん。

老齢厚生年金１０万円（月額）の場合

【現行】
総報酬月額相当額１８万円までは
年金調整なし

【改正後】
総報酬月額相当額３７万円までは
年金調整なし



■在職定時改定の導入（令和４年４月～）
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【現行制度】
○老齢厚生年金の受給権を取得した後に就労した場合は、資格喪失時（退職時・70歳到達時）に、受給権取得
後の被保険者であった期間を加えて、老齢厚生年金の額を改定している（いわゆる退職改定）。
【見直しの意義】
○高齢期の就労が拡大する中、就労を継続したことの効果を退職を待たずに早期に年金額に反映することで、
年金を受給しながら働く在職受給権者の経済基盤の充実を図る。
【見直しの方向】
○65歳以上の者については、在職中であっても、年金額の改定を定時（毎年１回）に行うことを検討。



■報酬額別の在職年金受給者の分布から見る
在職定時改定の効果
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■在職定時改定による６５歳以降の就労効果
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①月額１０万円で１年間終了した場合
１０万円×５．４８１／１０００×１２月＝６，５７７円／年

⇒月５００円程度増える

②月額２０万円で１年間終了した場合
２０万円×５．４８１／１０００×１２月＝１３，１５４円／年

⇒月１，１００円程度増える
③月額３０万円で１年間終了した場合
３０万円×５．４８１／１０００×１２月＝１９，７３２円／年

⇒月１，６００円程度増える



■報酬額及び年金月額別の在職年金受給者の割合
（65歳以上）

26６５歳以後たくさん給料をもらっている人は、たくさん年金をもらっている。
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■繰上げ支給と繰下げ受給損益分岐点
受給方法 請求時年齢 受給率 増減率 損益分岐点

繰上げ
受給

60歳0ヶ月 76％

1ヵ月繰り上げで
0.4％減額
（1年で4.8％
減額）

80歳10ヶ月

受給総額が
65歳受給者に

追いつかれる
年齢

61歳0ヶ月 80.8％ 81歳10ヶ月

62歳0ヶ月 85.6％ 82歳10ヶ月

63歳0ヶ月 90.4％ 83歳10ヶ月

64歳0ヶ月 95.2％ 84歳10ヶ月

本来請求 65歳 100％

繰下げ
受給

66歳0ヶ月 108.4％

1ヵ月繰り下げで
0.7％増額
（1年で8.4％
増額）

77歳11ヶ月

受給総額が
65歳受給者を
超える年齢

67歳0ヶ月 116.8％ 78歳11ヶ月

68歳0ヶ月 125.2％ 79歳11ヶ月

69歳0ヶ月 133.6％ 80歳11ヶ月

70歳0ヶ月 142.0％ 81歳11ヶ月

71歳0ヶ月 150.4％ 82歳11ヶ月

72歳0ヶ月 158.8％ 83歳11ヶ月

73歳0ヶ月 167.2％ 84歳11ヶ月

74歳0ヶ月 175.4％ 85歳11ヶ月

75歳0ヶ月 184.0％ 86歳11ヶ月



■繰上げ・繰下げシミュレーション
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受給開始年齢

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳 71歳 72歳 73歳 74歳 75歳

60歳 76

61歳 152 80.8

62歳 228 161.6 85.6

63歳 304 242.4 171.2 90.4

64歳 380 323.2 256.8 180.8 95.2

65歳 456 404 342.4 271.2 190.4 100

66歳 532 484.8 428 361.6 285.6 200 108.4

67歳 608 565.6 513.6 452 380.8 300 216.8 116.8

68歳 684 646.4 599.2 542.4 476 400 325.2 233.6 125.2

69歳 760 727.2 684.8 632.8 571.2 500 433.6 350.4 250.4 133.6

70歳 836 808 770.4 723.2 666.4 600 542 467.2 375.6 267.2 142

71歳 912 888.8 856 813.6 761.6 700 650.4 584 500.8 400.8 284 150.4

72歳 988 969.6 941.6 904 856.8 800 758.8 700.8 626 534.4 426 300.8 158.8

73歳 1064 1050.4 1027.2 994.4 952 900 867.2 817.6 751.2 668 568 451.2 317.6 167.2

74歳 1140 1131.2 1112.8 1084.8 1047.2 1000 975.6 934.4 876.4 801.6 710 601.6 476.4 334.4 175.6

75歳 1216 1212 1198.4 1175.2 1142.4 1100 1084 1051.2 1001.6 935.2 852 752 635.2 501.6 351.2 184

76歳 1292 1292.8 1284 1265.6 1237.6 1200 1192.4 1168 1126.8 1068.8 994 902.4 794 668.8 526.8 368

77歳 1368 1373.6 1369.6 1356 1332.8 1300 1300.8 1284.8 1252 1202.4 1136 1052.8 952.8 836 702.4 552

78歳 1444 1454.4 1455.2 1446.4 1428 1400 1409.2 1401.6 1377.2 1336 1278 1203.2 1111.6 1003.2 878 736

79歳 1520 1535.2 1540.8 1536.8 1523.2 1500 1517.6 1518.4 1502.4 1469.6 1420 1353.6 1270.4 1170.4 1053.6 920

80歳 1596 1616 1626.4 1627.2 1618.4 1600 1626 1635.2 1627.6 1603.2 1562 1504 1429.2 1337.6 1229.2 1104

81歳 1672 1696.8 1712 1717.6 1713.6 1700 1734.4 1752 1752.8 1736.8 1704 1654.4 1588 1504.8 1404.8 1288

82歳 1748 1777.6 1797.6 1808 1808.8 1800 1842.8 1868.8 1878 1870.4 1846 1804.8 1746.8 1672 1580.4 1472

83歳 1824 1858.4 1883.2 1898.4 1904 1900 1951.2 1985.6 2003.2 2004 1988 1955.2 1905.6 1839.2 1756 1656

84歳 1900 1939.2 1968.8 1988.8 1999.2 2000 2059.6 2102.4 2128.4 2137.6 2130 2105.6 2064.4 2006.4 1931.6 1840

85歳 1976 2020 2054.4 2079.2 2094.4 2100 2168 2219.2 2253.6 2271.2 2272 2256 2223.2 2173.6 2107.2 2024

86歳 2052 2100.8 2140 2169.6 2189.6 2200 2276.4 2336 2378.8 2404.8 2414 2406.4 2382 2340.8 2282.8 2208

87歳 2128 2181.6 2225.6 2260 2284.8 2300 2384.8 2452.8 2504 2538.4 2556 2556.8 2540.8 2508 2458.4 2392

88歳 2204 2262.4 2311.2 2350.4 2380 2400 2493.2 2569.6 2629.2 2672 2698 2707.2 2699.6 2675.2 2634 2576

89歳 2280 2343.2 2396.8 2440.8 2475.2 2500 2601.6 2686.4 2754.4 2805.6 2840 2857.6 2858.4 2842.4 2809.6 2760

90歳 2356 2424 2482.4 2531.2 2570.4 2600 2710 2803.2 2879.6 2939.2 2982 3008 3017.2 3009.6 2985.2 2944

91歳 2432 2504.8 2568 2621.6 2665.6 2700 2818.4 2920 3004.8 3072.8 3124 3158.4 3176 3176.8 3160.8 3128

92歳 2508 2585.6 2653.6 2712 2760.8 2800 2926.8 3036.8 3130 3206.4 3266 3308.8 3334.8 3344 3336.4 3312

93歳 2584 2666.4 2739.2 2802.4 2856 2900 3035.2 3153.6 3255.2 3340 3408 3459.2 3493.6 3511.2 3512 3496

94歳 2660 2747.2 2824.8 2892.8 2951.2 3000 3143.6 3270.4 3380.4 3473.6 3550 3609.6 3652.4 3678.4 3687.6 3680

95歳 2736 2828 2910.4 2983.2 3046.4 3100 3252 3387.2 3505.6 3607.2 3692 3760 3811.2 3845.6 3863.2 3864

96歳 2812 2908.8 2996 3073.6 3141.6 3200 3360.4 3504 3630.8 3740.8 3834 3910.4 3970 4012.8 4038.8 4048

97歳 2888 2989.6 3081.6 3164 3236.8 3300 3468.8 3620.8 3756 3874.4 3976 4060.8 4128.8 4180 4214.4 4232

98歳 2964 3070.4 3167.2 3254.4 3332 3400 3577.2 3737.6 3881.2 4008 4118 4211.2 4287.6 4347.2 4390 4416

99歳 3040 3151.2 3252.8 3344.8 3427.2 3500 3685.6 3854.4 4006.4 4141.6 4260 4361.6 4446.4 4514.4 4565.6 4600

100歳 3116 3232 3338.4 3435.2 3522.4 3600 3794 3971.2 4131.6 4275.2 4402 4512 4605.2 4681.6 4741.2 4784



■年金額改定ルール
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■年金額改定ルールの改正【令和3年4月施行】
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賃金･物価スライドの見直し （賃金･物価動向など短期的な経済動向の変化に対応）

賃金・物価スライドについて、支え手である現役世代の負担能力に応じた給付とする観点から、
賃金変動が物価変動を下回る場合には賃金変動に合わせて改定する考え方を徹底。
賃金変動率がマイナス（－）で、物価変動率を下回る場合に、新規・既裁定者ともに賃金変動率に
合わせて年金額が改定されるようになる。



■令和３年度年金額改定率
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・令和2年度平均の全国消費者物価指数：0.0％
名目手取り賃金変動率：▲0.1％
⇒したがって
改定率＝名目手取り賃金変動率（▲0.1％）－スライド調整率（0.0％）＝0.1％

・名目手取り賃金変動率
＝実質賃金変動率（▲0.1％）×物価変動率（0.0％）×可処分割合変化率（0.0％）
（平成29～令和元年度の平均） （令和2年の値） （平成30年度の値）
＝▲0.1％

＜マクロ経済スライドによるスライド調整率＞
・公的年金被保険者の変動率（0.2％）×平均余命の伸び（▲0.3％）＝▲0.1％
（平成29～令和元年度の平均） （定率）
・翌年度以降に繰り越されるマクロ経済スライドの未調整分：▲0.1％
・賃金や物価による改定率がマイナスの場合には、マクロ経済スライドによる調
整は行われないことになっているため、令和３年度の年金額改定において、マク
ロ経済スライドによる調整は行われない。マクロ経済スライドの未調整分（▲0.1
％）は翌年度以降に繰り越される。



■老齢基礎年金と老齢基礎年金
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⚫ 老齢基礎年金の額
＝780,900円×被保険者期間月数／480月

・780,900円≒780,900円×1.001×0.999＝780,899円
・令和3年度改定率（1.000）＝令和2年度改定率（1.001）×令和3年度改定率（0.999）

＝1.000

⚫ 老齢厚生年金の額（本来水準）
＝Ａ＋Ｂ

Ａ＝平成15年3月以前の期間分
＝平均標準報酬月額☓9.5～7.125／1000×被保険者期間月数

Ｂ＝平成15年4月以後の期間分
＝平均標準報酬額☓7.308～5.481／1000×被保険者期間月数



■老齢厚生年金（従前額保障）と定額部分
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⚫ 定額部分の額
＝1628円×乗率（1.875～1.000）×被保険者月数☓1.000
＝1628円×乗率（1.875～1.000）

・1.000＝令和2年度改定率（1.001）×改定率（0.999）

⚫ 老齢厚生年金の額（従前額保障）
＝（Ａ＋Ｂ）×0.999（昭和13年4月1日以前生まれの人は、1.001）

Ａ＝平成15年3月以前の期間分
＝平均標準報酬月額☓10～7.5／1000×被保険者期間月数
Ｂ＝平成15年4月以後の期間分
＝平均標準報酬額☓7.692～5.769／1000×被保険者期間月数

・令和3年度従前額改定率（0.999）
＝令和2年度従前額改定率（1.000）×改定率（0.999）＝0.999



■加給年金額と中高齢寡婦加算
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受給権者の生年月日 加給年金額 特別加算額 合計

～s9.4.2 224,700円 0円 224,700円
s9.4.2～s15.4.1 〃 33,200円 257,900円
s15.4.2～s16.4.1 〃 66,300円 291,000円
s16.4.2～s17.4.1 〃 99,500円 324,200円
s17.4.2～s18.4.1 〃 132,600円 357,300円
s18.4.2～ 〃 165,800円 390,500円

⚫ 報酬比例部分のモデル年金額
・438,860円×5.481／1000×480月×0.939＝1,084,158円（年額）
⇒90,346円(月額)

・90,346円＋65,075円×2＝220,496円（夫婦二人の年金額）
・令和3年度再評価率（0.939）
＝令和2年度再評価率（0.940）×改定率（0.999）

中高齢寡婦加算 585,700円＝585,700円×1.000＝585,700円



■障害基礎年金
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令和2年度 令和3年度

1級 977,125円＋子の加算 976,125円＋子の加算

2級 781,700円＋子の加算 780,900円＋子の加算

・障害厚生年金3級の最低保障額：586,300円（令和2年度）
⇒585,700円（令和3年度）

・障害手当金の最低保障額：1,172,600円（令和2年度）
⇒1,171,400円（令和3年度）
＝780,900円×1.000×3/4×2



■遺族基礎年金

36

令和2年度 令和3年度

基本額 781,700円 780,900円

配偶者＋子1人 1,006,600円 1,005,600円（780,900円＋224,700円）

配偶者＋子２人 1,231,500円 1,230,300円（780,900円＋449,400円）

配偶者＋子３人 1,306,500円 1,305,200円（780,900円＋524,300円）

・遺族が配偶者と子の場合

令和2年度 令和3年度

子1人 781,700円 780,900円

子２人 1,006,600円 1,005,600円（780,900円＋224,700円）

子３人 1,081,600円 1,080,500円（780,900円＋299,600円）

・遺族が子のみの場合



■報酬比例部分のモデル年金額と在職老齢年金
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⚫ 報酬比例部分のモデル年金額
・438,860円×5.481／1000×480月×0.939＝1,084,158円（年額）
⇒90,346円(月額)

・90,346円＋65,075円×2＝220,496円（夫婦二人の年金額）
・令和3年度再評価率（0.939）
＝令和2年度再評価率（0.940）×改定率（0.999）

令和2年度 令和3年度

60歳台前半の支給停止調整開始額 28万円 28万円

60歳台前半の支給停止調整変更額 47万円 47万円

60歳台後半と70歳以降の支給停止調整額 47万円 47万円

●在職老齢年金

⚫ 国民年金保険料
16,540円（令和2年度）⇒16,610円（令和3年度）


